








































は 2011 年における市場規模は 2,733 億ドル 2 で
年率 5 ～ 8％の成長で推移しており，特に新興
国市場の成長が著しい。また，国内でも 2002
年には市場規模が約 2 兆円であったが 2013 年
には約 2.7 兆円と安定的に拡大している。一方
で，2013 年では医療機器の輸出が約 0.53 兆円



















































































































Rice, 2002），経営力を強化すること （Jiang et 
al., 2008）などが挙げられている。 

































は，Morrison and O’Hearne（1978， 邦 訳 ）
による人間の相互作用に着眼した交流分析


































































































































































































































































































































































































































































































































































































O 氏をはじめとする申請メンバーで K 氏およ
び F 氏の名前が挙がったことによる。K 氏は
H 教授と従来交流があり同教授が O 氏に紹介









の進捗は毎月のヒアリングを実施し，2 ～ 3 か
月ごとの事業化検討委員会において事業化推進













































































































































































　2002 ～ 2004 年の都市エリア（一般）に続





































































































































































































は，まず医療機器生産金額が 2013 年で 1245 億
円と 2004 年の 604 億円と比較して約 200％の
伸びを示しており，同生産金額の全国における










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































22 CHUKYO KEIEI KENKYU Vol.25
療機器の組織間連携による事業化に取り組み始
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